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	現在の社会保険のしくみは、国民の共同連帯の理念に基づき　国民全体で「高齢者医療制度」を支えており、わたしたちの健保組合においても高齢者への納付金を皆さんの保険料から拠出しております。

	この高齢者医療制度への「納付金」の一部については、組合に加入する被保険者数・被扶養者数等の基礎数値を基に算出することになっておりますので、被扶養者の異動の届出がされていないケ－ス（例えば配偶者が正社員として就職したのにそのまま被扶養者に入っていた場合など）によって、必要以上の納付金を拠出しなければならないことになりますので、異動が生じた場合は速やかに異動の届出を行ってください。

	被扶養者認定の適正化により、組合の保険料率の伸びを少しでも抑えることができるとともに加入者の皆様へのご負担にも大きく繋がりますので、皆様のご協力をよろしくお願いいたします。


